
令和4年4月1日改正

第34条
令第36条

第1項第3号 区　　　分 図　書　の　名　称　及　び　説　明

公益上必要な建築物 事業計画書，資格・免許の証明書，資産評価証明（土地）

第１３号 ニ 既存権利 既存権を証明する書類，資産評価証明（土地）

地区集会所
集会所設置の理由書，運営方法等の説明書（規約），資産評価
証明（土地）

農産物直売所
事業計画書，取扱品リスト，農業従事者証明，資産評価証明（土
地）

線引き前から親族が所有
する土地における住宅

申請地の所有者及び申請人世帯の戸籍謄本及び住民票，住宅
を必要とする理由書（借家等の場合は契約書の写し添付），申請
人世帯の無資産証明書，20戸連たん名簿，20戸連たん図（縮尺
1/2,500以上の白地図及び住宅地図），資産評価証明（土地）

自己用住宅の敷地拡張
申請人世帯の住民票，自己用住宅の資産評価証明，敷地拡張
を必要とする理由書，資産評価証明（土地）

既存宅地の確認を受けた
土地における住宅

既存宅地確認通知書（写し），現況写真（２方向以上から撮影）

第１2号 ハ
条例で指定する区域内に
おける日用品販売店舗等

事業計画書，仕入れ先等の取引証明書，資格・免許の証明書，
水道配管図・下水道配管図（市上下水道局にて交付），開発区
域から幹線道路までの経路図（開発区域前面，幹線道路及びそ
こに至る経路のうち最狭部分の幅員を記入），資産評価証明（土
地）

第１４号 ホ

市街化調整区域内に長期
居住する者のための自己
用住宅

申請する町又は隣接する町に15年以上の居住歴がわかるもの
（住民票等），住宅を必要とする理由書（借家等の場合は契約書
の写し添付），申請人世帯の住民票及び無資産証明書，50戸又
は3ha内20戸連たん名簿，50戸又は3ha内20戸連たん図（縮尺
1/2,500以上の白地図及び住宅地図），資産評価証明（土地）

自己用住宅を所有する世
帯の親族のための住宅

3親等以内の親族及び申請人世帯の戸籍謄本及び住民票，住
宅を必要とする理由書（借家等の場合は契約書の写し添付），申
請人世帯の無資産証明書，自己用住宅の資産評価証明，資産
評価証明（土地）

第８号 火薬庫
事業計画書，安全対策計画書，資格・免許の証明書，関係法令
の許認可書の写し，周辺住民の同意等，資産評価証明（土地）

第９号 沿道サービス施設
事業計画書，付近の状況調書，資格・免許の証明書，資産評価
証明（土地）

事業計画書，農産物等の出荷等に関する図書，資産評価証明
（土地）

第６号 中小企業共同化施設
事業計画書，補助金交付決定書，組合等の定款等，資産評価
証明（土地）

第７号 既存工場との関連施設
事業計画書，密接な関連・事業の効率化に関する図書，資産評
価証明（土地）

 ウ　市街化調整区域の場合

第１号

イ

日用品販売店舗等

事業計画書（様式表３：敷地面積が500㎡を超える場合は明確な
理由），仕入れ先等の取引証明書，資格・免許の証明書，50戸
連たん名簿，50戸連たん図（縮尺1/2,500以上の白地図及び住
宅地図），申請人世帯の住民票及び無資産証明（併用住宅の場
合），資産評価証明（土地）

第２号
鉱物資源・観光資源等の
利用

事業計画書，鉱業権等資源利用の証明書，資格・免許の証明
書，資産評価証明（土地）

第４号 農林漁業に関する施設



令和4年4月1日改正

社寺仏閣及び納骨堂 信者名簿，その他必要と認められる書類

市街化区域に隣接・近
接する既存の宅地

住宅を必要とする理由書（借家等の場合は契約書の写し添付），
申請人世帯の住民票及び無資産証明書，線引き前から現在に
至るまで継続して宅地であることを証明する書類
＊　50戸連たん名簿，50戸連たん図（縮尺1/2,500以上の白地図
及び住宅地図）
（市街化区域から1km以内の場合は＊は不要）

法第34条第11号の条例
に基づく許可で建築さ
れた住宅等の用途変更

＊1　住宅を必要とする理由書（借家等の場合は契約書の写し添
付），申請人世帯の住民票及び無資産証明書
＊2　事業計画書，仕入れ先等の取引証明書，資格・免許の証
明書
(専用住宅は＊1，業務用は＊2，兼用するものは両方添付)

その他

・農地転用許可申請・風致地区条例許可申請・土地改良区内（非農地区域の証明,換
地の確約書，一時利用地変更指定通知書，異種目換地指定通知書，仮換地図等）　・
河川保全区域内（実施に係わる証明書）・農業集落排水処理施設区域外接続許可申
請・工場立地法届出・栃木県公害防止条例に基づく届出・建築基準法第５１条ただし
書き許可・建築基準法第４３条第２項の認定（許可）・市土砂等の埋め立て等の規制
に関する条例許可，届出・警察，道路管理者との交通協議

収用対象事業の施行に伴
う建築物

従前の敷地面積・建築面積を明記した事業施行者の証明書，従
前の建築物の配置図，申請者所有の土地評価証明書，
＊位置図等に従前の建築物を記入

建築物の用途変更

住宅を必要とする理由書（借家等の場合は契約書の写し添付），
申請人世帯の住民票及び無資産証明書，その他必要と認めら
れる書類（適正使用期間～居住実績がわかるもの（戸籍附票
等），課税証明，登記事項証明書，競売～落札したことを証する
書類　等）

地域活性化に資する
共同事業所等

事業計画書，設置に関する議事録等，申請人名簿，資産評価証
明（土地），その他必要と認められる書類

小規模管理施設
事業計画書，資産評価証明（土地），その他必要と認められる書
類

有料老人ホーム
事業計画書，資産評価証明（土地），その他必要と認められる書
類

調剤薬局
開発計画書（薬局開設許可，保険薬局の指定），事前協議経過
書，資産評価証明（土地）

大規模流通業務施設
事業計画書，資産評価証明（土地），その他必要と認められる書
類

工場等の敷地拡張
事業計画書，資産評価証明（土地），その他必要と認められる書
類

従業員住宅
雇用者名簿，入居予定者名簿，入居理由書，事業所の概要及
び従業員住宅を必要とする理由書，資産評価証明（土地），その
他必要と認められる書類

14号 ホ

大規模既存集落内におけ
る小規模工場等

線引き前から当該指定集落に生活の本拠を有していたことがわ
かるもの（戸籍謄本，住民票等），事業計画書，資格・免許の証
明書，３ha内20戸連たん名簿，３ha内20戸連たん図（縮尺
1/2,500以上の白地図及び住宅地図），現況写真（２方向以上か
ら撮影），資産評価証明（土地），その他必要と認められる書類

自己用住宅の敷地内にお
ける自己業務用建築物

申請する町に15年以上の居住歴がわかるもの（住民票等），自己
用住宅の資産評価証明，事業計画書，資格・免許の証明書，現
況写真（２方向以上から撮影），その他必要と認められる書類


